
政治資金規正法施行規則の一部を改正する省令の概要 
 

自治行政局選挙部政治資金課 

 
１．概要  

 

目次を付し、枝番号を解消するなど規則全体の体裁を整えるとともに、こ

れまでの運用実態を踏まえ、「政治資金等申請・届出オンラインシステム」

の更新に併せ、文言の明確化、様式の明確化を図るもの。 

 
２．主な改正内容  

 

（１）法第１８条の２第１項の規定により政治団体とみなされる者に係る政治

団体台帳について、他の政治団体台帳と区分し、その調製の日から５年間

保存するものとすること。（第５条第４項関係） 

 

（２）法第１２条第２項の規定により提出する領収書等又は振込明細書の写し

は、当該領収書等又は振込明細書を複写機により日本工業規格 A 列四番

の用紙に複写したものとすること。（第９条第４項関係） 
 

（３）少額領収書等の写しの提出期間の延長について、３０日を超える延長が

必要な場合の要件、延長期間及び手続きを明確にすること。（第１９条及

び第２０条関係） 

 

（４）政治団体が提出又は届出する書類に添付する書類のうち当該政治団体以

外の者が作成するものについて、電磁的記録により作成することができる

ようにすること。（第４０条及び第４１条関係） 

 

（５）政治資金団体の指定の取消しの届出、資金管理団体の指定の取消し等の

届出について、新たに様式を定めること。（別記第１０号様式、第２４号

様式及び第２５号様式関係） 
 

（６）目次を付し、枝番号の解消を図るなど規則の体裁を整えるとともに、文

言等の整理を行うこと。 

 

３．施行期日  

 
 原則として平成２７年７月１日（新「政治資金等申請・届出オンラインシス

テム」の運用開始日）から施行 

資料Ｃ 

委員限り 



（参考） 

政治資金適正化委員会に関連する条文について 

 

 

 政治資金適正化委員会に関連する条文に係る改正の概要については以

下のとおり。 

 

第９条（旧第１０条） 

 振込明細書に支出の目的が記載されている場合の取扱い等、現行の手続

の明確化 

 

第１７条（旧第１４条の２の３） 

業務制限の対象となる者を明確化するため文言を修正 

 

第２５条（旧第１４条の３） 

 「政治資金適正化委員会が必要であると認めたもの」を「政治資金適正

化委員会が定める事項」に明確化 

 

第２７条（旧第１４条の５） 

 「政治資金適正化委員会が必要であると認めたもの」を「政治資金適正

化委員会が定める書面」に明確化 

 

第２６条（旧第１４条の４）・第２８条（旧第１４条の６）～第３３条（旧

第１４条の１２） 

 規則の体裁や文言の整理 

 

 

 

 

 


